
公明党大分市議団

経済・医療等

佐藤市長

市長に緊急申し入れをする公明党大分市議団 (７日・大分市 )＝左から、大分市の橋本たかひろ、
かわべ浩子、今山ひろゆき、市長を挟んで、佐藤かずひこ、ひじや郁、くにむね浩の各議員

幅広い支援策を

エ　ク　モ

コロナ禍で緊急申し入れ

　全国的に「第３波」が
猛威を振るう中、公明党
大分市議団 (今山ひろゆき
団長 ) は１月７日午後、
佐藤樹一郎市長に対し、
政府による首都圏１都３
県への緊急事態宣言を前
に、市民の生命と暮らし
を守る支援策について緊急
申し入れを行いました。



●新型コロナワクチンの確保を強力に推進。
　希望者全員が無料で接種可能に！

●携帯電話料金の値下げ

●教育・子育て支援の拡充
●不妊治療等の公費助成を大幅に拡充

●中小企業・個人事業主への支援

●一律１０万円の特別定額給付金を実現
●医療・介護従事者へ最大２０万円の慰労金給付

・中小企業は最大２００万円、個人事業主は最大１００万円の持続化給付金
・中小企業は最大６００万円、個人事業主は最大３００万円の家賃補助
・1人１日１５０００円までの雇用調整助成金

　公明党は、１９９９年に「料金を引き下げる署名活動」を全国規模で展開したのをはじめ、
「番号ポータビリティ制度」「SIMロック解除の義務付け」に全力で取り組んできました。

新型コロナ対策

暮らし・子育て支援


